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（令和３年３月改訂版-R3.4.1修正） 

■確認検査業務規程のサンプル 

 

 

第１章 総則 

（適用範囲） 

第１条 この確認検査業務規程（以下「規程」という。）は、（株）○○確認検査センター（以

下「センター」という。）が、建築基準法（昭和25年法律第 201号。以下「法」という。）第

77条の18から法第77条の21までの規定に定める指定確認検査機関として行う確認、中間検査、

完了検査及び仮使用認定に関する業務（以下「確認検査の業務」という。）の実施について、

法第77条の27の規定に基づき必要な事項を定める。 

（用語の定義） 

第２条 この規程において次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 補助員 確認検査の補助的な業務を行う職員をいう。 

(2) 確認検査員等 確認検査員及び補助員をいう。 

(3) 役員 建築基準法施行令（昭和25年政令第 338号。以下「令」という。）第 136条の２の

14第１項第２号に規定する役員をいう。 

(4) 親族 配偶者並びに一親等の血族及び姻族をいう。 

(5) 親会社等 法第77条の19第11号に規定する親会社等をいう。 

(6) 特定支配関係 令第 136条の２の14に規定する特定支配関係をいう。 

(7) 制限業種 次に掲げる業種（建築主事が建築確認を行うこととなる国、都道府県及び建築

主事を置く市町村の建築物に係るもの並びに建築主事を置かない市町村の建築物に係る工事

監理業を除く。）をいう。 

イ 設計・工事監理業（工事請負契約事務、工事の指導監督、手続の代理等の業務及びコン

サルタント業務を含む。ただし、建築物に関する調査、鑑定業務は除く。） 

ロ 建設業（しゅんせつ工事業、造園工事業、さく井工事業等建築物又はその敷地に係るも

のではない業務を除く。） 

ハ 不動産業（土地・建物売買業、不動産代理・仲介業、不動産賃貸業及び不動産管理業を

含む。） 

ニ 昇降機の製造、供給及び流通業 

(8) 署名等 「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律」（平成14年法律第 151号

。以下「デジタル行政推進法」という。）第３条第１項第６号に規定する署名等をいう。 

(9) 電磁的記録 デジタル行政推進法第３条第１項第７号に規定する電磁的記録をいう。 

(10) 電子署名 国土交通省の所管する法令に係る情報通信技術を活用した行政の推進等に関す

る法律施行規則（平成15年３月20日国土交通省令第25号。以下、「主務省令」という。）第

２条第２項第１号に規定する電子署名をいう。 

(11) 電子証明書 主務省令第２条第２項第２号に規定する電子証明書をいう。 

(12) 電子情報処理組織 センターの使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）
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不適格案件であることが確認されたときは、速やかに建築主、国土交通大臣等及び特定行政庁

にその旨を報告するとともに、特定行政庁の指示のもと適切な措置をとる。 

３ 確認検査業務管理責任者は、不適格案件について、案件の概要、不適格の内容、とられた措

置の内容等に関して、記録する。 

（再発防止措置） 

第52条 確認検査業務管理責任者は、不適格案件の発生その他により確認検査業務管理体制に不

適切な内容が発見されたときには、不適格案件の再発防止等のため、不適格案件発生の原因を

除去するための処置（以下｢再発防止措置｣という。）をとる。再発防止措置は発見された不適

格案件の影響に見合ったものとする。 

２ 確認検査業務管理責任者は、再発防止措置に関する以下の事項を行う。 

(1) 不適格案件の内容確認 

(2) 不適格案件発生の原因の特定 

(3) 不適格案件が再発しないことを確実にするための処置の必要性の評価 

(4) 必要な措置の決定及び実施 

(5) 実施した処置の結果の記録 

(6) 是正処置において実施した活動の評価 

第６章 電子申請の実施に関し必要な事項 

（電子申請による申請等） 

第53条 次に掲げる申請については、あらかじめセンターと協議した上でセンターが指定する方

法で、電子申請にて行うことができる。 

(1) 第17条第１項の確認の申請 

(2) 第26条第１項の中間検査の申請 

(3) 第32条第１項の完了検査の申請 

(4) 第38条第１項の仮使用認定の申請 

２ 第１項の規定により電子申請が行われた場合において、センターは、次の事項に限り、あら

かじめ建築主と協議した上でセンターが指定する方法で、電子情報処理組織にて行うことがで

きる。ただし、確認済証、中間検査合格証、検査済証及び仮使用認定通知書については、電子

申請がなされた場合であっても、書面で交付する。 

(1) 第17条第４項の引受承諾書の交付 

(2) 第26条第６項の中間検査引受証及び第32条第７項の完了検査引受証の交付 

(3) 第22条第１項の施行規則別記第15号の２様式による通知書及び施行規則別記第15号の３様

式による通知書の交付 

(4) 第29条第１項の中間検査合格証を交付できない旨の通知書の交付 

(5) 第35条第１項の検査済証を交付できない旨の通知書の交付 

(6) 第42条第１項の適合しないと認める旨の通知書の交付 

(7) 第22条第２項、第29条第２項、第35条第２項及び第42条第２項における申請書の副本の添

付 

３ 第１項第１号の規定により電子申請が行われた場合において、第20条第１項の消防長等の同

意を求める場合は、センターは、建築主から提出された電磁的記録を紙面に印刷し、これを添
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えて行う。ただし、あらかじめセンターと消防長等が協議した上で、電子情報処理組織を使用

する方法により行うことができる場合には、この限りでない。 

４ 第１項第１号の規定により電子申請が行われた場合において、センターは、第20条第２項の

消防長等に対して通知を行う場合又は第41条第１項の消防長等に対して照会を行う場合は、あ

らかじめ消防長等と協議した上で、第21条第２項の保健所長に対して通知を行う場合は、保健

所長と協議した上で、電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる。 

５ 第１項の規定により行われた同項第１号から第４号の電子申請に対して、それぞれ第17条第

３項、第26条第５項、第32条第６項及び第38条第５項の規定により引き受けできない場合にお

いて、センターは、建築主から提出された電磁的記録についてはこれを消去することにより、

返却に代えることができる。 

６ 第１項の規定により行われた同項第１号から第４号の電子申請に対して、それぞれ第23条第

１項、第30条第１項、第36条第１項及び第44条第１項の取下げ届を提出する場合は、建築主は

、あらかじめセンターと協議した上でセンターの指定する方法で、電子情報処理組織を使用す

る方法により行うことができる。この場合において、センターは、建築主から提出された電磁

的記録についてはこれを消去することにより、それぞれ第23条第２項、第30条第２項、第36条

第２項及び第44条第２項に規定する返却に代えることができる。 

７ 法令の規定により署名等をすることが規定されているものを第１項、第３項、第４項及び前

項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当該署名等については、次に掲げ

る措置により代えることができる。 

(1) 申請データに電子署名（当該電子署名を行った日に有効であることが検証できるものに限

る。以下同じ。）を行い、その情報を当該電子署名に係る電子証明書とともに送信する措置 

(2) 識別番号及び暗証番号を入力する措置 

(3)申請データに氏名又は名称を記録する措置 

８ 法令の規定により署名等をすることが規定されているものを第２項の電子情報処理組織を使

用する方法により行う場合には、当該署名等については、電子署名を行い、その情報を当該電

子署名に係る電子証明書を送信する措置により代えることができる。 

9 電子情報処理組織による申請があった場合、申請に係る電磁的記録がセンターの使用に係る

電子計算機に備えられたファイルへ記録がされた時にセンターに到達したものとみなす。 

10 申請に係る電磁的記録がセンターの使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ記録がで

きる時間は、24時間 365日とする。ただし、センターの使用に係る電子計算機が保守等により

記録ができない時間を除く。 

11 電子情報処理組織により申請が行われた場合においては、当該電磁的記録の提出をもって、

書面で申請する場合に必要とする部数の提出があったものとみなす。 

（電子情報処理組織による業務の実施） 

第54条 センターは、電子情報処理組織による業務の実施方法等に係る措置について別に定める

。 

（電子署名及び電子証明書） 

第55条 第53条第７項第１号に規定する電子証明書は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 商業登記法（昭和38年法律第125号）第12条の２第１項及び第３項の規定に基づき登記官




